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2021 年 12 月 7 日 

各位 

会 社 名  株式会社日本エム・ディ・エム 

代表者名  代表取締役社長   大 川 正 男 

（コード番号 7600 東証一部） 

問合せ先  ＩＲ部           棟 近 信 司 

（03－3341－6705） 
 

日本特殊陶業株式会社との資本及び業務提携契約解消に関するお知らせ 
 

株式会社日本エム・ディ・エム（代表取締役社長 大川 正男）は、2021 年 12 月 7 日の取締役

会において、日本特殊陶業株式会社（以下「日本特殊陶業」といいます。）との資本及び業務提携契

約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）を解消することを決議いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本及び業務提携契約解消の理由 

当社は、日本特殊陶業と 2016 年 4 月 20 日に本資本業務提携契約締結の決議を行い、同社の有

する医療分野全般におけるノウハウ、物流システム及びネットワークを有効に活用すると共に、両

社の国内外における販売ネットワークを有効に活用してきましたが、同社が三井化学株式会社（以

下「三井化学」といいます。）にその保有する当社普通株式全株式を売却することとなったことか

ら、日本特殊陶業による当社株式の売却に伴い 2022 年 1 月 7 日（予定）付で本資本業務提携契約

を解消することについて、決議いたしました。 

 

２．資本及び業務提携契約解消の内容等 

（１）解消する資本提携の内容 

日本特殊陶業が保有する当社の全株式 7,942,764 株を三井化学に 2022 年 1 月 7 日付で譲渡す

る予定です。詳細は、本日付で公表の「株式の売出し、主要株主、主要株主である筆頭株主の

異動及びその他関係会社の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

（２）解消する業務提携の内容 

日本特殊陶業の有する医療機器分野における開発及び製造等の機能を活用すること、当社グル

ープの有する医療機器分野における国内外の開発、製造機能を有効に活用すること、及び両社

による開発製造及び販売等における協業によるグローバル展開を促進すること 

 

３．資本及び業務提携契約解消の相手先の概要（2021 年 3 月 31 日現在） 

① 商 号 日本特殊陶業株式会社 

② 本 店 所 在 地 愛知県名古屋市瑞穂区高辻町 14 番 18 号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川合 尊 

④ 事 業 内 容 
自動車関連製品、テクニカルセラミックス関連の半導体関連製品

及びセラミック関連製品の製造販売等 
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⑤ 資 本 金 47,869 百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 1936 年 10 月 26 日 

⑦ 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

明治安田生命保険相互会社 8.23% 

第一生命保険株式会社 8.21% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）7.81% 

⑧ 
上 場 会 社 と 

当該会社との関係 

資 本 関 係 
当該会社は当社株式 7,942,764 株を保有してお

ります。 

取 引 関 係 
当社は同社よりセラミック人工骨を仕入れて販

売しています。 

人 的 関 係 

当社に取締役 3 名が就任しておりますが、2022

年 1 月 7 日付で、当社の取締役を辞任する予定

です。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該事項はありません。 

⑨ 最近 3 年間の財政状態及び経営成績（国際会計基準） 

決算期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 407,427 395,876 448,831 

資産合計（百万円） 651,929 663,374 771,293 

１株当たり親会社の所有者に帰属する持分(円) 1,957.16 1,946.10 2,206.18 

売上収益（百万円） 425,109 426,073 427,546 

税引前利益（百万円） 56,649 44,749 52,001 

親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 40,515 33,698 38,367 

基本的１株当たり当期利益 (円) 194.55 163.06 188.59 

１株当たり配当金（円） 70.00 70.00 60.00 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日       2021 年 12 月 7 日 

（２）本資本業務提携契約の解消日 2022 年 1 月 7 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携契約の解消による当社の連結業績に与える影響につきましては現在精査中であ

り、業績見通しに影響があることが判明した場合には、必要に応じて速やかに適時開示いたします。 

 

 

以上 


